
(借用書含む)

※ 以下契約書は本書に記載されていないので
　 不課税となる！
　 　株券の譲渡契約書
　 　建物の賃貸借契約書
　 　内部造作・器具備品売買契約書

★ ただし「内部造作器具備品契約書」
　 であっても内訳に「営業権」が含まれる
　 場合は、営業権に相当する金額のみ
 　1-1に当てはめて課税となる

 贈与契約書は贈与物の内容によって判断
  例）不動産=課税　物品=不課税



※ 「クレジット払」と記載された
 　領収書は印紙不要


